
令和６年度当初予算の各事業概要

部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

教育委員会 管理企画費 学校危機管理推進事業費 112 2

　各学校では、事件・事故の未然防止や発生時の対応、再発防止等に取り組んでいるが、児童生
徒や学校に係る事件・事故が引き続き発生している。安全・安心な学校作りを進めるために、学校
危機管理研修会、危機管理マニュアルの改訂を実施することで、各学校の危機管理の取組を充実
する。

教育委員会 管理企画費 学校防災推進事業費 13,970 4,482
　防災ノートを活用した学習、学校における体験型防災学習等の支援、学校防災リーダー等教職員
研修、高校生による東日本大震災被災地でのボランティア活動・交流学習などにより、学校におけ
る防災教育・防災対策の充実を図る。

教育委員会 管理企画費 災害時学校支援事業費 600 600

　災害時の学校運営についての専門知識と実践的な対応能力を備える教職員による「災害時学校
支援チーム」の資質向上を図るとともに、大規模災害発生時には被災した学校に隊員を派遣する。
また、災害時の子どもの心のケアや居場所確保、学習支援を行う民間団体との連携を強化し、災
害時の子ども支援体制を整備する。

教育委員会 人権教育総合推進事業費 人権教育広報・研究事業費 655 655
　教職員を対象に、講座や情報提供、相談対応等を実施し、学校における人権教育の推進を支援
する。

教育委員会 人権教育総合推進事業費 進学奨励事業費 43,498 36,620
　「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」の期限切れに伴う経過措
置として、進学奨励金の貸与を受けていた者について、その返還等の事務を行う。

教育委員会 人権教育総合推進事業費 指導資料作成事業費 2,934 2,934
　三重県人権教育基本方針の改定内容やその趣旨を周知するとともに、教職員の人権意識と指導
力の向上を図るため、「人権教育ガイドライン」を改定し配布する。

教育委員会 学校教育事業費 人権教育活動推進事業費 1,210 1,210
　学校における人権教育を進めるため、学校への指導助言を行うとともに、市町の人権教育担当を
対象に、教員の実践力向上や指導力育成のための会議を開催する。

教育委員会 学校教育事業費 人権教育研修事業費 1,145 1,145
　学校における人権教育を推進するため、小・中・義務教育学校、県立学校の管理職等を対象とし
た研修を実施する。また、県立学校において、学校や地域で人権教育推進のリーダーとなって実践
できる人材を養成する。

教育委員会 学校教育事業費 人権感覚あふれる学校づくり事業費 664 664
　子ども一人ひとりの存在や思いが大切にされる「人権感覚あふれる学校づくり」が教育活動全体
を通じて進められるよう、人権学習指導資料の効果的な活用や人権教育カリキュラムに関する実
践研究等を行い、その成果を報告書や研修等で全ての県立学校に広めていく。

教育委員会 学校教育事業費 人権教育研究推進事業費 2,113 596

　「三重県人権教育基本方針」に則した「人権感覚あふれる学校づくり」を実践するため、学校や中
学校区を指定し、子どもが権利の主体者であるという意識や差別解消に向けた意欲を高め、実践
行動ができる力を身につけるための学習活動等の研究を行い、その取組手法や指導内容等を普
及し、活用する。



教育委員会 社会教育事業費 子ども支援ネットワーク活動推進事業費 681 681
　教育的に不利な環境のもとにある子どもの自尊感情を高め、「人権尊重の地域づくり」が促進され
るよう、中学校区の「子ども支援ネットワークづくり」推進教員の指導力向上を図る。

教育委員会 社会教育事業費
「人権が尊重される三重」をつくるこどもサ
ミット事業費

2,560 2,560
　「人権が尊重される三重」をつくる主体者の育成を図るため、異校種の子どもたちが集まり、各
校、各地域で取り組んだ人権学習や地域に人権尊重の意識を広める教育活動の成果を発表する
とともに、差別を解消するために自分たちにできることを話し合うこどもサミットを開催する。

教育委員会 管理企画費 管理企画費 98,600 98,002 　教育委員会事務局の運営及び県民の日記念事業に係る経費

教育委員会 管理企画費 みえの学力向上県民運動推進事業費 101 101
　学校・家庭・地域が一体となって学力向上の取組を進めるため、みえの学力向上県民運動の趣
旨や取組内容について、関係団体と連携し、周知・啓発を行います。

教育委員会 指導行政費 小中学校指導運営費 34,355 24,686

　本庁と教育支援事務所が連携し、市町教育委員会及び小中学校を訪問して、地域の実情に即し
た学力向上の取組を支援する。また、県内全ての義務教育諸学校の教科書採択を適正かつ公正
に行うとともに、県内全ての義務教育諸学校の全児童生徒に過不足なく教科書を無償で給与す
る。また、子どもたち一人ひとりに応じたきめ細かな支援を行うため、補充的な学習の支援や、授業
で教職員の補助を行う学習指導員を配置する。さらに、市町にアドバイザーを派遣し、学校図書館
や校内の読書活動の活性化に向けた取組を推進する。

教育委員会 小・中学校生徒指導費 学力向上推進事業費 34,331 27,867

　みえスタディ・チェックをＣＢＴ（Computer Based Testing）で実施し、児童生徒の学習内容の定着
状況を把握するとともに、学習状況や生活習慣等に関する質問調査を実施し、各学校における授
業改善や個に応じた指導を促進します。学力向上アドバイザーを少人数指導推進校に派遣して、
校長との懇談や授業視察を通じて指導・助言を行います。
　授業力向上アドバイザーを派遣して、若手教員等の授業や校内研修への指導・助言を行うととも
に、複数の学校の若手教員等が学校の垣根を越えて学び合う仕組みを構築します。

教育委員会 小・中学校生徒指導費 道徳教育総合支援事業費 8,967 5,996

　道徳教育の充実を図るため、学校等への道徳教育アドバイザーの派遣、三重県道徳教育推進会
議等を通して「考え、議論する道徳」の授業の効果的な指導方法等に係る具体的な指導・助言を行
うとともに、道徳教育の効果的な指導方法などを普及する。また、児童生徒の自己肯定感の向上を
通じて、いじめや暴力をなくすため、小学校（第３学年及び第４学年）を対象として、いじめ予防プロ
グラムの実証研究を行い、その成果を県内小学校に横展開する。

教育委員会 高等学校生徒指導費 高校芸術文化祭費 3,645 3,645
　音楽、美術、演劇など高校生の芸術文化の技術と創造力を磨き、芸術文化活動の活性化を図る
とともに、生徒相互の交流を深め、豊かな人間性を育成するため、みえ高文祭の開催支援や、近畿
高等学校総合文化祭、全国高等学校総合文化祭への生徒派遣などの支援を行う。

教育委員会 総合教育センター費 自己肯定感を涵養する教育推進事業費 1,388 1,388

　子どもたちの学ぶ楽しさや分かる喜び、「自分も一人の人間として大切にされている」という実感
につながる指導を行うことができるよう、モデル校において効果的な授業づくりや校内研修等の取
組を進めることで、教職員の資質向上を図る。また、自己肯定感の涵養に資する実践等について、
教職員を対象とした研修を実施するとともに、すべての公立学校の校長等を対象とした講演会を開
催する。



教育委員会 指導運営費 学校納付金口座振替事業費 15,579 0 　授業料等の口座振替による徴収事務に係る経費

教育委員会 学校部活動振興費 高等学校部活動振興費 41,061 41,061
・県内公式大会参加への生徒引率に係る教職員旅費
・文化部活動に係る特別講師招請に係る経費

教育委員会 地域教育推進費 子どもと本をつなぐ環境整備促進事業費 9,137 9,038

　早期からの読書習慣の形成に向けて、企業や団体等の多様な主体が連携・協働するネットワー
クを構築することで、社会全体で読書活動を推進する気運を醸成するとともに、子どもが読書に親
しむ機会の拡充を図る。県立学校において図書館を活用した探究的な学びや授業づくりが進めら
れるよう、モデル校で各校に応じた図書館リニューアル計画を家庭、地域、学校等が一体となって
策定し、図書館の環境整備や読書に関わるイベント等に取り組む。

教育委員会 学校保健安全管理費 県立学校児童生徒等健康管理事業費 58,113 58,107
　児童生徒等の健康増進を図るため、学校保健安全法に基づき、健康診断や学校環境衛生検査
を実施し、疾病予防に努める。

教育委員会 学校保健安全管理費 学校保健安全事業費 240,359 10,687

・県立学校児童生徒等の学校管理下における事故に対し、被害救済を図る。
・学校管理下において、学校が提供した飲食物により、生徒等に身体障害等を与えた場合の管理
責任に伴う損害賠償に対応する。
・県立学校児童生徒等の健康診断の的確な実施と健康増進のための指導等の充実を図る。

教育委員会 学校保健安全管理費 学校保健総合支援事業費 2,729 2,042

　現代的な子どもの健康課題である「歯と口の健康づくり」「心の健康（メンタルヘルス）」「性に関す
る指導」について、専門医等を学校に派遣したり、講演会を開催したりするなど、学校における健康
教育の充実を図る。また、子どもたちへの相談やケアを行う養護教諭を支援するため、経験豊富な
人材を派遣し、指導助言や業務代替を行う。

教育委員会 学校保健安全管理費 がんの教育総合推進事業費 429 0
　がんに関する教育を推進するため、有識者等からなる協議会を開催するとともに、教職員等を対
象とした研修会を実施する。

教育委員会 学校給食対策費 県立学校給食の衛生・品質管理事業費 28,881 19,881
　学校給食の衛生管理及び品質管理の徹底を図るとともに、食材・調理品等の保存、検査及び学
校給食調理従事者等の衛生管理を行う。また、安全な給食提供のため、給食備品の更新を行う。

教育委員会 学校給食対策費 学校給食・食育推進事業費 2,342 280
　地場産物を活用した「みえ地物一番給食の日」や「みえの地物が一番！朝食メニューコンクール」
等を通じて食育を推進するとともに、学校給食の衛生管理等の徹底を図る。また、学校給食におけ
る食品ロス削減の取組を進める。

教育委員会 運動部活動支援事業費 運動部活動支援事業費 141,510 0
　中学校、高校の県大会や東海大会の開催経費を負担する。また、生徒や教職員、中学生の引率
を行う地域スポーツ団体がブロック大会および全国大会に参加するための旅費を負担する。

教育委員会
みえ子どもの元気アップ総合推
進事業費

みえ子どもの元気アップ体力向上推進事
業費

3,772 1,031
　発達段階に応じた運動習慣や生活習慣等の改善を図るため、各学校の状況に応じた１学校１運
動を進めるとともに、各学校で作成した元気アップシートの取組を着実に実施できるよう、教員対象
の研修会や指導主事の学校訪問を通じて指導・助言を行い、子どもたちの体力向上を図る。



教育委員会
みえ子どもの元気アップ総合推
進事業費

みえ子どもの元気アップ部活動充実事業
費

123,375 62,622

　中学校における休日の運動部活動の地域連携・地域移行について、市町の協議会設置やコー
ディネーター、指導者の配置などの取組を支援するとともに、拠点型での合同部活動等の取組を進
める市町を支援する。また、指導者の質の向上を図るため、ＪＳＰＯ公認指導者資格を取得するた
めの新たな研修会を実施する。専門的な指導の充実と教職員の負担軽減を図るため、中学校・高
校において、顧問として単独で専門的な指導や引率を行える運動部活動指導員を配置する。高校
の運動部において、専門的指導が受けられるよう、技術指導を行う外部指導者（運動部活動サ
ポーター）の派遣や、デジタル技術を活用した専門家による遠隔指導を実施し、効率的で効果的な
部活動運営を進める。

教育委員会 県立学校体育施設開放事業費 県立学校体育施設開放事業費 11,370 0 　県民がいつでもどこでもスポーツに親しめるようスポーツの機会と場を提供する。

教育委員会 教育政策費 人口減少に対応した学びの推進事業費 1,104 1,104
　人との交流が少なくなりがちな通信制課程の生徒に対し、他者とのつながりの中での学習を通じ
て協働して学ぶ姿勢を育みます。また、「地域みらい留学」へ参画することで、より多様な価値観を
持つ県外生徒と本県の高校生が同じ学校で学ぶ環境を創出します。

教育委員会 指導行政費 地域とつなぐ職業教育充実支援事業費 89,556 38,912

　変化の激しい産業界で活躍できる人材を育成するため、ＤＸ人材プログラムの開発、全国規模の
競技会への参加や看護・介護の実習を支援する。また、農業学科において、ＧＡＰ（農業生産工程
管理）を生かした流通や販売に関する学習の充実を図る。さらに、工業高校や農業高校等において
老朽化している実習設備について、新たな設備を整備し、生徒がより高度な専門的知識・技術を習
得できるよう支援する。

教育委員会 小・中学校生徒指導費 郷土を題材とした学習活動推進事業費 14,975 14,465

　地域企業等と連携した郷土教育・キャリア教育の実施を通じて、児童生徒が、郷土への愛着や関
心を持ち、自分の生き方や進路について主体的に考え、地域で活躍することが選択肢となることを
目指す。また、夏休み期間中に、小中学生が英語を使ってALTと交流するイベントを実施し、県内
の小中学校に発信するとともに、中学生が三重の魅力を英語で表現するコンテストを実施する。英
語教育に関し、小中学校教職員を対象に学習指導要領をふまえた授業改善についての研修会を
実施する。

教育委員会 高等学校生徒指導費 高等学校学力向上推進事業費 46,444 30,372

　学習指導要領に即した教育内容が的確に実施されるよう、県立高校に対して指導・助言等を行
う。国事業を活用し、普通科において、教科横断的なカリキュラム編成や外部機関との連携等によ
る学際的な教育プログラムの実践研究を行うとともに、スーパーサイエンスハイスクールにおいて
先進的な理数系カリキュラムに基づく学習に取り組む。県立高校において、ＩＣＴによる授業で必要
となる著作権料を負担する。高校生の学習意欲を喚起し、可能性及び能力を最大限に伸長すると
ともに、高い志を持つ次代を担うリーダーの育成をめざす。学校現場において生成ＡＩを効果的に活
用できるよう、生成ＡＩの活用にかかる知見を蓄積する。

教育委員会 高等学校生徒指導費 未来へつなぐキャリア教育推進事業費 26,180 19,494

　高校生一人ひとりの希望や特性に応じた就職を実現するため、就職実現コーディネーターを引き
続き配置し、地域企業の情報や仕事の魅力を生徒に伝えるとともに、就職相談等の支援を行う。就
労支援機関や経済団体、市町の福祉部門の協力を得て、就労に関わる会議を県内５か所で設置
し、他者との意見、考えのやりとり、関わり方の面から支援が必要な生徒について、状況の共有や
支援方策の意見交換を行う。また、入学後の早い段階からの進路相談やソーシャルスキルトレー
ニング、職場実習などに取り組む。



教育委員会 高等学校生徒指導費 世界へはばたく高校生育成支援事業費 4,109 2,447
　高校生の留学支援やオンライン海外交流を実施するとともに、高校生を対象にした「レベル別英
語ディベートセミナー」を開催し、英語での発信力や論理的思考力の向上を図る。また、科学に対す
る興味・関心を高めるため、三重県高等学校科学オリンピック大会を開催する。

教育委員会 高等学校生徒指導費 次代を担う社会の担い手育成支援事業費 2,893 2,893
　高校生が、主権者として社会の中で自立し、他者と連携・協力しながら、社会を生き抜く力や地域
の課題解決を社会の構成員の一員として主体的に担うことができる力を育成する。また、教員が
「政治的中立性」に配慮しつつ、主権者教育に積極的に取り組めるような、好事例を構築する。

教育委員会 国際教育費 語学指導等を行う外国青年招致事業費 211,095 12,393
　高等学校において、国際理解教育及び英語教育、特に「聞く力」「話す力」を伸ばす指導を充実す
るとともに、教員研修等において英語運用力を高める指導を行い、教員の資質向上を図るため、
「語学指導等を行う外国青年（ＡＬＴ）」を招致する。

教育委員会 入学者選抜事務費 入学者選抜事務費 15,427 0

　高等学校入学者選抜検査事務の円滑な運用を図るとともに、中学校学習指導要領に対応し、基
礎基本の確実な定着を図るうえで適切な高等学校入学者選抜学力検査問題となるよう、調査・検
討・研究を行う。また、受検者や学校の負担軽減と利便性向上のため、Web出願をよりよいものとす
るため取組を進める。

教育委員会 実習船運営費 実習船運営費 111,313 76,473
　水産高等学校実習船「しろちどり」及び小型実習船「はまゆう」による航海実習等を実施するととも
に実習船を運営する。

教育委員会 特別支援教育振興費 特別支援学校メディカル・サポート事業費 27,852 18,962
　医療的ケアの必要な児童生徒が在籍する特別支援学校において、経管栄養、喀痰吸引等の医
療的ケアを行う体制を整備し、児童生徒の健康と教育を支え、付き添う保護者の負担軽減を図る。

教育委員会 特別支援教育振興費
早期からの一貫した教育支援体制整備事
業費

21,167 14,914

　特別な支援を必要とする幼児児童生徒について一貫した支援を行うため、パーソナルファイルの
活用を促進するとともに、発達障がい支援員による巡回相談等を実施し、支援体制の充実を図る。
また、通級による指導担当教員等の専門性の向上を図る研修を実施するとともに、高校での通級
による指導を拡充する。

教育委員会 特別支援教育振興費 特別支援学校就労推進事業費 6,288 6,288

　企業経験豊かなキャリア教育サポーターを配置し、生徒本人の状況と職種のマッチングを図り、
関係機関、企業等と連携して、業務内容を支援方法とともに企業に提案する職場開拓を行う。ま
た、特別支援学校において計画的・組織的なキャリア教育を推進し、企業等と連携した技能検定を
実施する。
　また、テレワーク支援員を配置し、多様化する生徒の障がいの状況に応じて、テレワークや短時
間勤務等での実習先や就職先を開拓し、生徒一人ひとりの可能性を広げ、進路希望の実現を図
る。

教育委員会 学校運営費 特別支援学校運営費 531,442 531,187 　特別支援学校18校（分校４校）の教育活動（管理運営含む）の遂行に要する経費

教育委員会 指導運営費
特別支援学校スクールバス等運行委託事
業費

334,487 333,487 　特別支援学校において、スクールバスを運行し、児童生徒の通学手段と安全を確保する。



教育委員会 指導運営費
特別支援学校給食調理・配送業務委託事
業費

318,684 318,684
　学校教育活動の一環として、様々な障がいのある児童生徒の実態に即した給食が実施できる体
制を整える。

教育委員会 指導運営費
特別支援学校学習環境等基盤整備事業
費

269 269
　特別支援学校に在籍する幼児児童生徒のＩＣＴ機器を活用したオンライン授業において、円滑に
著作物を使用できるよう授業目的公衆送信補償金制度を利用する。

教育委員会 指導運営費 特別支援学校スクールバス整備事業費 71,620 18,620
　特別支援学校に在籍する児童生徒数の増加や長期間の使用による車両の老朽化に対応するた
め、計画的にスクールバスを配備する。

教育委員会 就学奨励費 特別支援学校就学奨励費 235,194 118,350

　特別支援学校に就学する幼児児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するとともに、原子力災害
被災地域又はその他大規模災害により、被災地から転入してきた障がいのある幼児児童生徒の保
護者の経済的負担を軽減するため、就学に必要な経費の一部を支援し、特別支援教育の促進及
び普及奨励を図る。

教育委員会 特別支援学校施設建築費 特別支援学校施設建築費 569,190 135,190 　特別支援学校における教育の円滑な実施を図るため、学校施設等の整備を図る。

教育委員会 小・中学校生徒指導費 生徒指導特別指導員等活用事業費 11,052 11,052

　学校等からの要請に基づき、生徒指導や非行防止に関する知識や経験を有する警察官ＯＢと教
員ＯＢ等からなる生徒指導特別指導員を派遣し、問題行動への迅速かつ適切な対応を行う。また、
学校警察連絡協議会の組織の活性化を推進し、学校と警察が児童生徒の健全育成に係る協働活
動の充実を図る。

教育委員会 小・中学校生徒指導費
第三者的立場からいじめ問題を調整・解
決する事業費

2,194 2,194
　いじめ防止の対策等を行うため、「三重県いじめ問題対策連絡協議会」及び「三重県いじめ対策
審議会」を開催する。

教育委員会 小・中学校生徒指導費 いじめ対策推進事業費 26,793 26,251

　小学校高学年の児童が社会性や規範意識を高め、いじめをなくそうとする行動につなげられるよ
う、弁護士によるいじめ予防授業の教材を作成し、教材を活用した授業をすべての小学校で行うた
めの教職員研修を実施する。保護者や県立学校からの相談に応じるいじめ問題対応サポーターを
任用し、きめ細かな支援を行うとともに、いじめ事案への対応に係る検証や効果的な対応策などの
助言を行ういじめ対策アドバイザーを県立学校に派遣する。また、学校が認知したいじめに係る情
報を学校と市町教育委員会、県教育委員会が遅滞なく共有し、いじめの問題に迅速に対応する。
引き続き、不適切な書き込みを検索するネットパトロールを実施する。

教育委員会 いじめ・不登校対策充実事業費 スクールカウンセラー等活用事業費 467,622 319,663

　いじめを受けた児童生徒や不登校児童生徒、不安や悩みを抱える児童生徒からの相談や心のケ
アに対応するため、スクールカウンセラーの各学校への配置時間を拡充するとともに、教育支援セ
ンターにも引き続き配置する。スクールソーシャルワーカーの配置時間も拡充し、各学校および教
育支援センターからの要請に応じた派遣、福祉や医療機関等の関係機関と連携した支援を行う。ま
た、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家とも連携して、児童生徒の日
常的な相談に対応する教育相談員を中学校と高校に引き続き配置する。

教育委員会 指導行政費 夜間中学設置準備事業費 431,573 126,957

　さまざまな事情により義務教育を修了していない、または、教育を十分に受けられないまま中学
校を卒業した方の教育を受ける機会を保障するため、令和７年度の夜間中学開校に向けた周知や
生徒募集、施設改修のほか、学習内容の決定等の準備を行うとともに、夜間学級体験教室を実施
する。学齢期の不登校生徒を対象とした学びの多様化学校の設置に必要な準備を行う。



教育委員会 小・中学校生徒指導費 不登校対策事業費 75,624 52,515

　「誰一人取り残さない教育」を実現するため、不登校児童生徒が安心して学べる機会を創出し、切
れ目のない支援を提供できる枠組みを構築する。また、不登校児童生徒が学びたいと思った時に
学べる環境を整備するため、校内教育支援センターの運営を支援する。学校外の居場所として大
きな役割を担っているフリースクール等を利用する公立学校の児童生徒等への経済的な支援を行
う。

教育委員会 高等学校生徒指導費
社会的自立をめざす外国人生徒支援事業
費

15,674 10,403
　外国人生徒が社会的自立を果たし、社会の一員として活躍できるよう、学習支援や進路相談を行
う外国人生徒支援専門員（ポルトガル語、スペイン語、フィリピノ語等）および日本語指導アドバイ
ザーを県立高校に配置する。

教育委員会 外国人児童生徒支援費
多文化共生社会のための外国人児童生
徒教育推進事業費

30,485 16,815
　市町における外国人児童生徒の受入れや日本語指導・適応指導に係る取組への支援、学習支
援等を行う外国人児童生徒巡回相談員の派遣を行うとともに、散在地域の小中学校において日本
語指導が受けられるよう、オンラインを活用した日本語指導に取り組む。

教育委員会 学校保健安全管理費 学校安全推進事業費 2,709 222

　通学路における児童生徒の安全確保のため、見守り活動の中心となるスクールガード・リーダー
を育成するとともに、地域のスクールガードを養成する。県内の公立学校の教職員を対象に校種別
の講習会を行い、交通安全および防犯対策の指導者を養成し、各学校での交通安全教育・防犯教
育を進める。また、学校における安全推進体制を構築するため、学校安全アドバイザーを委嘱し、
実践地域で通学路の安全点検や安全マップづくりを実施する。

教育委員会 委員会総務費 委員会総務費 8,402 8,402
　教育委員に係る人件費
　教育委員会の開催、運営に係る経費
　全国都道府県教育委員会連合会への負担金

教育委員会 公立文教施設整備事務費 公立文教施設整備事務費 1,543 0 　公立小中学校施設整備の指導助言、連絡調整に要する経費

教育委員会 教育政策費 教育改革推進事業費 3,250 3,250
　本県教育の今後のあり方について、国の教育改革の動向をふまえ、幅広い視点から検討する教
育改革推進会議を開催します。また、地域協議会を開催し、各地域における高校の活性化や、今
後の学びと配置のあり方について協議を行います。

教育委員会 人事管理費 教員採用試験事務費 7,482 7,482 　教員採用選考試験に係る費用

教育委員会 人事管理費 一般人事管理費 21,094 21,030
　公立学校教職員の定数管理・人事管理等、公立学校の管理運営指導を行う。
　教職員の争訟事務の処理及び教育に係る法律相談等を実施する。

教育委員会 人事管理費 教職員の資質能力向上支援事業費 768 768

・指導が不適切である教員に対し専門的な見地から審査・判定を行うための審査委員会を設置・運
営する。
・職務遂行能力等に課題を有する職員に対し専門的な見地から審査・判定を行うための審査委員
会を設置・運営する。



教育委員会 人事管理費 教職員の能力向上フォローアップ事業費 14,517 14,446

１　教職員課が設置する審査委員会において、指導が不適切であると認定された教員について、学
習指導・生徒指導・学級経営の指導力及び社会性や教育公務員としての資質に係る課題を改善す
るための研修等を実施し、円滑な職場復帰を図る。
２　教職員課が設置する審査委員会において、職務遂行能力等に課題を有すると認定された職員
について、職務遂行能力の向上及び社会性や地方公務員としての資質に係る課題を改善するた
めの研修等を実施する。

教育委員会 人事管理費 学校における働き方改革推進事業費 374,748 276,210

　限られた時間の中で子どもたちと向き合う時間を確保し、より効果的な教育活動を持続的に行う
ため、学習教材の準備など、教職員の支援を行うスクール・サポート・スタッフを引き続きすべての
公立学校に配置する。また、教頭の学校マネジメント等にかかる業務を専門的に支援する教頭マ
ネジメント支援員を小中学校（大規模校等６校程度）に配置する。

教育委員会 人事管理費
「みえの未来を創る」教員の魅力発信・環
境整備事業費

7,482 2,450

　保護者や地域からの過剰な苦情や不当な要求など、学校だけでは解決が難しい事案の解決を支
援するため、学校管理職ＯＢ等が務める学校問題解決支援員を県教育委員会事務局に配置する。
教員不足に対応するため、教員免許状を所有しているが教職に就いていない者に対し、教職の魅
力を発信し、教職に就く不安を解消するための相談会を開催するとともに、対象者の掘り起こしの
ための広報を行う。また、教員採用のためのツールとして、パンフレットや動画を作成する。

教育委員会 給与福利管理費 給与福利管理費 4,463 4,463 　教職員の給与福利管理、給与福利事務担当者の資質向上を図る。

教育委員会 電算システム管理費 電算システム管理費 380,915 173,883 　小中向け給与・報酬・旅費システムの管理及びネットワーク運用経費

教育委員会 教員免許ステップアップ事業費 教員免許ステップアップ事業費 5,670 ▲ 2,102
　教職員免許法の規定に基づき、教職員に対して特別支援学校教諭免許状の取得に必要な単位
を取得させるための講座を開設し、教員の資質の向上を図る。
　教育職員免許状の授与・検定の各種審査を行う。

教育委員会 教職員人事管理システム運営費 教職員人事管理システム運営費 28,002 28,002
　教職員人事管理システムの適正な運用を図ることにより各学校における正規及び代替教職員の
人事配置、公立学校教職員の定数管理、人事異動等の管理業務に要する作業の簡素効率化を図
る。

教育委員会 指導行政費 公立学校情報機器整備基金積立金 2,222,271 0
　国策であるＧＩＧＡスクール構想の第２期を見据え、予備機を含む１人１台端末の計画的な更新を
進めるとともに、効率的な執行等を図る。

教育委員会 小・中学校生徒指導費 教育課程等研究支援事業費 513,914 4,409

　児童生徒の学びを支える学習環境づくりに係る実践研究の成果を県内へ普及し、学習指導要領
の周知・啓発を図る。中学生の科学に関する関心や力を高めるため「科学の甲子園ジュニア」三重
県予選大会を実施する。また、地域の指導者を、各中学校に文化部活動指導員として配置すること
で、文化部活動の充実・活性化を図る。ＩＣＴを活用した教育活動の高度化の実現を図り、環境整備
の充実等、課題を抱える自治体の支援をするとともに、予備機を含む１人１台端末の計画的な更新
を進め、効率的な執行等を図る。



教育委員会 小・中学校生徒指導費 地域と学校の連携・協働体制構築事業費 11,265 4,419
　学校と保護者・地域の方々が、目標やビジョンを共有し、一体となった教育活動が進められ、子ど
もたちの学びと育ちを地域全体で支える体制を整える。また、休日の文化部活動の段階的な地域
移行が円滑に進むよう、総合的に推進する。

教育委員会 高等学校生徒指導費 高等学校活性化推進事業費 29,900 29,900
　令和７年度開校予定の紀南地域新高等学校における教育課程の開発、令和６年度から募集停
止となる南伊勢高等学校南勢校舎の生徒に対する学習保障を行うとともに、人口減少が進む地域
における、地域の活性化や課題解決に取り組む教育活動の研究を行う。

教育委員会 特別支援教育振興費
障がい者が働きやすい環境整備推進事
業費

2,516 2,516
　障がいのある方が個性と能力を発揮して働き続けられるよう、障がい者に対する理解促進を図る
とともに、障がい者一人ひとりが置かれている状況をふまえ、働き方や業務内容、サポート体制を
工夫するなど、職場環境づくりを進める。

教育委員会 総合教育センター費 総合教育センター管理運営費 59,858 59,744
１　施設の管理運営
２　機器類の保守管理
３　研修企画に関すること

教育委員会 総合教育センター費 教職員研修事業費 78,651 57,970

　「校長及び教員としての資質の向上に関する指標」に示された資質・能力をふまえ、経験年数や
職種に応じた研修を効果的に実施する。新規採用者が教育実践への意欲と自己肯定感を高める
ことができるよう、新規採用者が自ら学べるオンデマンド研修用コンテンツを作成する。管理職の若
年齢化やコロナ禍に着任したことによる経験不足等の課題を解決するため、従来の新任管理職研
修に加えて、２、３年目の管理職等を対象に時代や社会の変化に対応したマネジメント研修を実施
する。また、ネットＤＥ研修システムの再構築を行う。

教育委員会 総合教育センター費 教育相談事業費 88,000 79,872

　子どもの心の問題の解決に向けた専門的教育相談を行うとともに、学校での教育相談体制を支
援するための派遣を行う。教職員の教育相談に係る資質・能力の向上に向け、相談スキルに応じ
た研修や、校内相談体制づくりを推進する中核的リーダーの育成研修を実施する。また、不登校支
援に係る研修を引き続き実施するとともに、いじめ相談への対応について学ぶ教職員研修を実施
する。いじめ電話相談や多言語でも相談できる「子どもＳＮＳ相談みえ」を引き続き実施する。

教育委員会 教職員恩給及び退職年金費 教職員恩給退職年金費 7,214 7,214
　小中学校、県立学校の教職員として職務に従事し昭和37年11月末までに退職した者及びその遺
族の生活の安定を図る。

教育委員会 教職員厚生費 公立学校共済組合負担金 84,847 84,847
　教職員に係る医療・年金・福祉事業の充実を図り、公立学校共済組合の健全な運営と発展に寄
与するため、公立学校共済組合の事務に要する費用等を負担する。

教育委員会 教職員厚生費 教職員健康支援事業費 180,945 180,945

・教職員の福利増進を図るため人間ドック事業、ライフプラン事業等を実施する。
・学校の快適な職場環境形成のため職場巡視指摘事項の改善支援等を実施する。
・教職員の円滑な職場復帰と再発防止のためリワーク支援専門員を派遣する。
・職員自身のストレス状況への気づきを促し、メンタルヘルス不調の未然防止を図るため、ストレス
チェックを実施する。

教育委員会 教職員厚生費 県立学校教職員健康管理対策費 69,247 69,247
　県立学校教職員の生活習慣病等を早期発見・早期治療するため、定期健康診断を実施する。ま
た、時間外労働等のデータを管理する「過重労働対策報告システム」を活用し、過重労働による健
康障害の予防を図る。



教育委員会 教職員厚生費 教職員メンタルヘルス対策費 7,792 7,770

　教職員の精神神経系疾患を予防するため、心の健康について正しく認識し、自らが早期に気づ
き、適切に対処できるよう研修や啓発を行うとともに、精神科医や臨床心理士による相談体制の充
実を図る。また、教職員が早期に病気回復と職場復帰を果たせるよう、精神科医による管理職との
ケースカンファレンスを実施し、職場復職支援および支援体制の充実を図る。

教育委員会 教職員住宅費 教職員住宅費 38,657 ▲ 20,391 　教職員住宅の整備（維持管理）を行い、教職員の住環境の充実を図る。

教育委員会 旅費 小学校教職員旅費 214,033 214,033 　小学校教職員の旅費

教育委員会 旅費 中学校教職員旅費 202,768 202,768 　中学校教職員の旅費

教育委員会 学校部活動振興費 中学校部活動振興費 9,101 9,101 　中学校部活動における公式大会等に係る教職員旅費

教育委員会 学校運営費 高等学校運営費 2,372,112 2,295,756 　県立学校57校（内分校舎１校）の教育活動（管理運営を含む)の遂行に要する経費

教育委員会 情報教育事業費 情報教育充実支援事業費 265,960 265,960
　県立学校において、教科「情報」で学ぶプログラミング教育や情報デザインなど、専門的な実習に
対応する学習用端末について、リースによる維持、更新を行う。

教育委員会 校舎その他修繕費 校舎その他修繕費 67,654 67,654
　県立高等学校及び特別支援学校の施設・設備の老朽化を逐次補修し、教育環境として満足でき
る学校施設・設備を維持する。

教育委員会 財産管理事務費 財産管理事務費 292,291 215,789

・教育財産の維持管理。
・県立高等学校及び特別支援学校の設備等の定期検査・管理業務委託を行い、経済的かつ効率
的な運用により適正な教育財産の管理を行う。
・機械警備を専門業者に委託し、県立学校の施設について安全対策を行う。

教育委員会 財産管理事務費 学校施設法定点検事業費 47,901 47,901
　公共施設の建築物の安全性や市街地の防災機能の確保を図るため、県立高等学校及び特別支
援学校の建築物及び建築設備の法定点検を行う。また、消防法に基づく消防用設備等の法定点検
を実施し、適正な施設管理に努める。

教育委員会 財産管理事務費 ＰＣＢ処理事業費 47,767 47,767
　ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基本計画において、ＰＣＢ含有絶縁油を使用している機器を令和
８年度末までに処分することが定められているため、県立学校に保管中の機器について、計画的に
調査及び処分を実施する。



教育委員会
デジタルスクールネットワーク事
業費

学校情報ネットワーク事業費 433,592 407,009
　教職員間の情報共有、学校間の情報交換等を目的とし、県立学校間・県立学校と教育委員会を
接続するネットワーク及び校内ＬＡＮの整備や教職員１人１台パソコンにより、学校において日常的
にＩＣＴを活用できる環境整備を行う。

教育委員会 校舎その他建築費 校舎その他建築費 2,225,469 422,469 　県立高等学校における教育の円滑な実施を図るため、学校施設等の整備を図る。

教育委員会 奨学費 高等学校等進学支援事業費 145,961 15,305
　高等学校・高等専門学校の生徒に対する修学奨学金の貸与等により、経済的な理由で修学が困
難な生徒を支援する。

教育委員会 奨学費 高等学校等修学奨学基金積立金 141,803 0 　高等学校等進学支援事業における高等学校等修学奨学金の財源の安定化を図る。

教育委員会 奨学費 被災児童生徒等就学支援事業費 284 0 　被災地から転入してきた児童生徒等の就学に係る事業を実施する市町に対して補助を行う。

教育委員会 奨学費 高校生等教育費負担軽減事業費 3,404,475 298,675
　就学支援金や奨学給付金等を支給し、高等学校等における保護者等の教育費負担の軽減を図
る。就学支援金、奨学給付金ともに引き続き家計急変世帯も対象とし、支援の充実を図る。

教育委員会 小・中学校生徒指導費 就学前教育の質向上事業費 2,032 950
　幼稚園・認定こども園・保育所において、幼児教育の質の向上と保幼小の円滑な接続を一体的に
推進する体制を構築するため、幼児教育センターに配置した専門的な知識を有する幼児教育アド
バイザー等を市町へ派遣し、研修支援等を行う。

教育委員会 社会教育推進費 社会教育推進体制整備事業費 2,798 2,123
　社会教育の振興を図るため、社会教育関係者を対象に研修や情報交換を行うとともに、地域課
題の解決に資する学びの場が創出されるよう講習等を実施する。また、博物館法の改正に伴う審
査登録や基幹統計である社会教育調査を実施する。

教育委員会 熊野少年自然の家費 熊野少年自然の家費 70,565 48,423
　自然の中で心身ともに健全な青少年を育成するため、熊野少年自然の家を指定管理により運営
し、施設利用者の拡大と社会教育の普及・振興を図るとともに、効率的な管理運営を行う。

教育委員会 鈴鹿青少年センター費 鈴鹿青少年センター費 142,750 142,750

　ＰＦＩ事業契約に基づき、民間がもつノウハウを活用し、充実した体験活動プログラムを実施するな
ど、青少年をはじめ幅広い世代に質の高いサービスを提供する。また、ランナーが気軽に利用でき
るランニングステーションを設置するなど、近隣接するダイセーフォレストパーク（鈴鹿青少年の森）
と一体的な管理運営を行うことでリピーターの獲得を図る。

教育委員会 埋蔵文化財費 埋蔵文化財センター管理運営費 17,489 9,679

　発掘調査で出土した資料等を適切に保管するために出土品の保存処理や収蔵施設の維持・管
理を行うとともに、金属製品や木製品を収蔵するための新たな恒温恒湿収蔵庫を整備する。また、
文化財保護への理解や子どもたちの郷土への愛着を深めるために、文化財を活用した体験事業
やイベント、学校への出前事業等を行う。



教育委員会 埋蔵文化財費 埋蔵文化財保存事業費 14,019 7,535
　文化財保護法等関係諸法令に基づき、県公共事業地内における埋蔵文化財の状況を確認する
とともに、破壊を免れない部分の緊急発掘調査を実施して記録保存を行う。

教育委員会 埋蔵文化財費 受託発掘調査事業費 53,987 0
　国及び三重県企業庁の事業地内に所在する埋蔵文化財のうち、現状保存の困難なものについ
て、事業者からの委託を受け発掘調査を行い、埋蔵文化財の適切な保護を図る。

教育委員会 埋蔵文化財費
三重の文化・歴史を引き継ごう！新しい学
びの機会創出事業費

762 412
　地域の文化財への理解や関心を深めるきっかけとして、受講生を募集し、遺跡等の測量・実測等
を行う体験講座を開催し、受講者が県や市町における文化財の保存や活用、承継の取組に協力す
る機会を創出する。

教育委員会 文化財管理費 文化財保存管理事業費 5,926 2,743
　三重県内の貴重な文化財を調査し、文化財保護審議会の審議を通じて、指定等の適切な保存措
置を講じるとともに、文化財についての情報発信を行う。また、指定されている文化財が適切に保
存されるよう巡視を行う。

教育委員会 文化財管理費 天然記念物保存対策事業費 7,884 2,799
　特別天然記念物カモシカの保護・管理のために生息調査を行うとともに、国・県指定天然記念物
の保存・管理のために調査等を行う。

教育委員会 文化財管理費
世界遺産熊野参詣道・無形文化遺産保存
管理推進費

1,912 1,912

　世界遺産の登録に際して、本県が果たすべき役割として世界に約束した、世界遺産「紀伊山地の
霊場と参詣道」の保存と活用を実現していくため、文化庁や奈良・和歌山県及び関係市町と連携し
た取組を行う。また、世界遺産の追加登録を目指す市町や関係団体を含め、広く県民を対象とした
講演会等を開催して、資産の保存・活用への多様な主体の参画を促進する。追加候補資産の学術
調査について、技術的支援を行い、学術報告書を刊行する。さらに「鳥羽・志摩の海女漁の技術」
のユネスコ無形文化遺産登録に向けて、国内気運の醸成を図る。

教育委員会 文化財管理費 地域文化財総合活性化事業費 90,000 90,000
　国・県指定等文化財の所有者等が行う修復等の保存事業に対して、必要な経費についての支援
を行う。

教育委員会 文化財管理費
未来へ伝えるみえのお祭りアーカイブ事
業費

3,929 3,929
　継承の危機にある祭り等の無形民俗文化財の支援のため、映像記録作成や過去の映像記録の
デジタル化を行い、記録保存を図るとともに、その魅力を特集サイトで広く情報発信する。また、子
どもたちを「みえ祭協力隊」として募集し、祭りの体験取材を行い、未来の担い手育成につなげる。

教育委員会 給与費 事務局人件費 2,340,457 2,340,457 　教育委員会事務局職員（一般職）の人件費

教育委員会 給与費 特別職人件費 16,175 16,175 　教育委員会事務局特別職の人件費

教育委員会 教職員退職手当 教職員退職手当 12,783,378 8,235,178 　教職員退職手当の支給



教育委員会 教職員厚生費 児童手当 516,759 516,759
　次世代の社会を担う児童一人ひとりの育ちを社会全体で応援する目的から、児童を養育する公
立小中学校に勤務する教職員の家庭に手当てを支給する。

教育委員会 給与費 小学校人件費 52,525,254 38,186,341 　小学校教職員の人件費

教育委員会 給与費 小学校報酬等 1,325,934 1,320,952 　小学校非常勤教職員の報酬等

教育委員会 給与費 中学校人件費 29,338,868 21,580,817 　中学校教職員の人件費

教育委員会 給与費 中学校報酬等 713,183 709,313 　中学校非常勤教職員の報酬等

教育委員会 給与費 高等学校人件費 26,310,560 22,571,454 　高等学校教職員の人件費

教育委員会 給与費 高等学校報酬等 1,214,666 1,208,029 　高等学校非常勤教職員の報酬等

教育委員会 給与費 特別支援学校人件費 10,533,790 8,854,411 　特別支援学校教職員の人件費

教育委員会 給与費 特別支援学校報酬等 778,604 776,245 　特別支援学校非常勤教職員の報酬等

教育委員会 管理企画費 交際費 142 142 　交際費


